
 

国税委任業務に係る社会保険オンラインシステムの 

窓口装置等の提供・使用に関する協定書 

 

 日本年金機構理事長を甲とし、国税庁徴収部徴収課長を乙とし、厚生労働省大臣官房年金管理審

議官を丙とし、国税委任業務に係る社会保険オンラインシステムの窓口装置等及びそれをもって取

り扱う情報の提供・使用に関して、次のとおり協定を締結する。 

 

記 

 

 （目的） 

第１条 本協定は、別紙１に記載の法令に基づき、厚生労働大臣から財務大臣に滞納処分等その他

の処分の権限が委任された納付義務者に対する滞納処分等に関する業務（以下「国税委任業務」 

という。）に関して甲が乙に使用させる社会保険オンラインシステムの窓口装置、プリンタ及び

これらに付随する機器等（以下「窓口装置等」という。）の適正な運用を確保するために必要な事

項を定めることを目的とする。 

 

 （期間） 

第２条 本協定の有効期間は、締結の日から平成 30 年３月 31日までとする。ただし、期間満了の

30 日前までに、甲乙丙のいずれからも何ら意思表示がないときは、同一内容をもって、有効期間

が更に１年間自動延長されるものとし、以降も同様とする。 

２ 前項の規定は、第９条の規定による解除等が行われた場合には、適用しない。 

 

 （窓口装置等の設置） 

第３条 甲は、乙が第１条に規定する業務を実施するために必要な窓口装置等を、各国税局及び沖

縄国税事務所（以下「国税局等」という。）に設置するものとする。 

 

 （情報の範囲） 

第４条 乙が第１条に規定する業務において窓口装置等を使用して確認できる情報は、別紙２に掲

げる情報とする。 

  

 （個人情報の適正な取扱い） 

第５条 乙は、第１条に規定する業務の実施以外の目的で、本協定に基づき提供を受けた個人情報

を利用してはならない。 

２ 乙は、窓口装置等の使用開始前までに、個人情報の漏えい及び目的外利用を禁じた管理体制を

整備することとする。 



３ 乙は、窓口装置等を使用する国税局等の職員（以下「国税局等職員」という。）の氏名、所属部

署名及び具体的な業務内容を甲に登録することとする。 

４ 甲は、前項の規定による登録の内容に基づき、各国税局等職員の業務内容に応じて、窓口装置

等において業務上必要な最低限の範囲の情報のみを閲覧できるように、窓口装置等の設定等を行

うこととする。 

５ 乙は、第１条に規定する業務を実施するに当たって最低限必要な範囲でのみ、本協定に基づき

提供を受けた個人情報の全部又は一部の複写複製を行うことができる。 

６ 乙は、前項の複写複製を行う場合には、乙が指定する責任者の指示の下、その作成、利用、保

管、廃棄を適切に実施し、当該個人情報が滅失又は毀損若しくは漏えいすることのないようにし

なければならない。 

 

 （秘密の保持） 

第６条 乙は、第１条に規定する業務の実施により知り得た秘密について、他に漏らしてはならな

い。 

２ 前項の規定は、本協定の有効期間の満了後又は本協定の解除後も有効とする。 

３ 乙は、不正の利益を得る目的又は甲又は乙若しくは丙に損害を与える目的を持って第１項の規

定に違反した者について、必要な処分を行い、その内容を甲及び丙に通知しなければならない。 

 

 （指示） 

第７条 甲は、本協定の履行に関し、乙において不適切な行為がある場合には、甲の指定する担当

職員（以下「担当職員」という。）に必要な指示をさせるものとする。 

２ 前項の場合において、乙は、担当職員の指示に従わなければならない。 

 

 （事故報告等） 

第８条 乙は、本協定の実施に当たって、個人情報の滅失若しくは毀損等の事故又は個人情報の漏

えい若しくは個人情報の漏えいが疑われる事象等（以下「事故等」という。）が発生したときは、

速やかにその旨を甲及び丙に報告しなければならない。 

２ 乙は、前項の報告後、直ちに発生した事故等の詳細を文書にて担当職員に報告しなければなら

ない。 

３ 乙は、事故等が発生した場合に対応するための体制を整備し、甲に報告しなければならない。 

 

 （協定の解除） 

第９条 甲は、乙に対して 30 日前までに文書による予告を行うことにより、自己の都合によって

本協定を解除することができる。 

２ 甲は、次の各号に該当するときは、乙に対して何らの予告なしに、直ちに本協定の解除その他

必要な措置を講じることができる。 

 一 乙が、自己の責めに帰すべき理由により、本協定の有効期間中に本協定の全部若しくは一部

を履行しないとき、又は履行する見込みがないと明らかに認められるとき。 



 二 乙において本協定の実施につき、不適切な行為があり、甲の業務に支障を及ぼすと認められ

るとき。 

 三 乙から本協定の解除の請求があり、その理由が正当であるとき。 

 四 乙が本協定に違反したとき。 

 

 （紛争又は疑義の解決方法） 

第 10 条 本協定について、甲乙丙の間に紛争又は疑義が生じた場合には、必要に応じて甲乙丙が

協議のうえ解決するものとする。 

 

 （個人情報の保護に関する法律等の適用） 

第 11 条 第１条に規定する業務の実施に係る個人情報の取扱いについては、本協定に定めるもの

のほか、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 58 号）及び国税庁

の保有する個人情報の適切な管理に関する訓令（国税庁訓令第３号）に定めるところによる。 

 

 （実施の細目） 

第 12 条 本協定の実施に関する細目については、「国税委任業務に係る社会保険オンラインシステ

ム窓口装置等使用要領」（別添）に定めるところによる。 

 

 （従前の協定等の廃止） 

第 13 条 平成 23 年１月 26 日に締結された日本年金機構事業管理部門担当理事と国税庁徴収部徴

収課長及び厚生労働省年金局事業管理課長との協定は、本協定の締結日をもって廃止する。 

 

 

上記の締結を証するため、この証書３通を作成し、甲乙丙記名押印のうえ各自１通を保有するも

のとする。 

 

平成 29年 12 月１日 

 

             甲  東京都杉並区高井戸西３－５－24 

                日本年金機構 理事長 

                         水 島  藤 一 郎 

 

 

             乙  東京都千代田区霞が関３－１－１ 

                国税庁徴収部徴収課長 

                         小 平  忠 久 

 

 



             丙  東京都千代田区霞が関１－２－２ 

                厚生労働省大臣官房 年金管理審議官 

                         高 橋  俊 之 

 

  



【別紙１】 

 

法令一覧 

 

・厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）第 100 条の５第１項 

・国民年金法（昭和 34 年法律第 141 号）第 109 条の５第１項 

・健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 204 条の２第１項 

・船員保険法（昭和 14 年法律第 73 号）第 153 条の２第１項 

・厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（平成 19 年法

律第 131 号）第 17 条第１項 

・子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 71 条第４項 

・子ども・子育て支援法及び修学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提

供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に

関する法律（平成 24 年法律第 67 号）第 38 条による改正前の児童手当法（昭和

46 年法律第 73 号）第 22 条第４項 

・公的年金の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正す

る法律の施行に伴う経過措置に関する政令（平成 25 年政令第 74 号）第 78 条第

１項から第４項 

 

  



【別紙２】 

 

 

業務 窓口装置等を使用して確認できる情報 

厚生労働大臣から財務大

臣に滞納処分等その他の

処分の権限が委任された

納付義務者に対する滞納

処分等に関する業務（第

１条関係） 

権限が委任された滞納処分等の実施にあたり必要となる、以

下の情報。 

① 対象納付義務者の厚生年金保険料、健康保険料、船員保険

料、基金徴収金及び子ども・子育て拠出金の納付状況に関す

る情報。 

② 対象納付義務者の国民年金保険料の納付状況に関する情

報。 

 

  



 

国税委任業務に係る社会保険オンラインシステム窓口装置使用要領 

 

 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 窓口装置等の設置等（第２条―第 10 条） 

第３章 窓口装置等による情報の提供等（第 11条―第 12条） 

第４章 個人情報の取扱いに係る体制の整備（第 13 条―第 23条） 

第５章 その他（第 24条―第 26条） 

 

第１章 総則 

 

 （目的） 

第１条 この要領は、国税委任業務に係る社会保険オンラインシステムの窓口装置等の提供・使

用に関する協定（以下「協定」という。）の実施の細目について定めることを目的とする。 

 

第２章 窓口装置等の設置等 

 

 （窓口装置等の貸与） 

第２条 日本年金機構（以下「機構」という。）は、各国税局及び沖縄国税事務所（以下「国税局

等」という。）に対し、国税局等が協定第１条に規定する業務を実施するために必要な社会保険

オンラインシステムの窓口装置、プリンタ及びこれらに付随する機器等（以下「窓口装置等」

という。）を貸与する。 

２ 窓口装置等は、別表１第１欄に掲げる国税局等の部署（以下「窓口装置等設置部署」とい

う。）に対し、別表１第２欄に掲げる担当地域代表年金事務所が貸与するものとする。 

 

第３条 前条に規定する窓口装置等の貸与に当たっては、窓口装置等管理責任者（第 14 条第１項

に規定する窓口装置等管理責任者をいう。以下同じ。）は、担当地域代表年金事務所の長に対し

て、必要とする窓口装置等の貸与を窓口装置等貸与申請書（様式１）により申請し、窓口装置

等貸与承認書（様式２）により承認を受けるものとする。 

２ 前項の承認を受けた窓口装置等の利用内容を変更する必要が生じた際は、窓口装置等管理責

任者は、担当地域代表年金事務所の長に対して、窓口装置等利用内容変更申請書（様式３）に

より変更を申請し、窓口装置等利用内容変更承認書（様式４）により承認を受けるものとす

る。 

３ 貸与された窓口装置等の貸与期間が満了した際又は窓口装置等が不要となった際は、窓口装

置等管理責任者は、担当地域代表年金事務所の長に対して、窓口装置等返却届（様式５）によ

りその旨を連絡し、窓口装置等を速やかに機構に返却するものとする。 



 

 （窓口装置等の設置場所） 

第４条 国税局等は、第２条第１項の規定に基づき貸与された窓口装置等を、窓口装置等設置部

署に設置するものとする。 

 

第５条 窓口装置等管理責任者は、前条の規定に基づき、窓口装置等設置部署の立入りを許可さ

れていない者が容易に立ち入ることができない施錠可能な事務室内に、盗難を防止するための

措置（セキュリティワイヤ等）を講じたうえで窓口装置を設置するものとする。 

 

 （窓口装置の移動の禁止） 

第６条 第４条の規定に基づき窓口装置等設置部署に設置する窓口装置は、第３条第２項の規定

に基づく担当地域代表年金事務所の長の承認を得ることなく、セキュリティワイヤを外して移

動させてはならない。 

 

 （窓口装置等の使用に伴う費用の負担） 

第７条 窓口装置等の使用により生ずる費用のうち、電気代及び用紙代は、当該窓口装置等の設

置されている窓口装置等設置部署の属する国税局等が負担するものとする。 

 

第８条 窓口装置等の通常の使用に係る費用のうち、前条に規定するものを除く部分（トナー

代、通信費、設置機器の賃貸借料及び運用保守に係る経費等）については、機構が負担するも

のとする。 

 

第９条 前２条に定めるもののほか、窓口装置等の使用に伴う費用の負担については、機構及び

国税局等が協議のうえ決定する。 

 

 （故障時の対応） 

第 10 条 窓口装置等に故障が生じた場合には、窓口装置等管理責任者は担当地域代表年金事務所

の担当の職員に連絡することとし、連絡を受けた担当地域代表年金事務所の担当の職員は機構

本部システム企画部に速やかに連絡し、修理等を依頼するものとする。 

 

第３章 窓口装置等による情報の提供等 

 

 （窓口装置等を通じて提供する情報の範囲等） 

第 11 条 国税局等が窓口装置等を使用して確認できる情報は、協定第４条に規定する情報とし、

その具体的な範囲は、別表２のとおりとする。 

２ 機構は、前項に規定する情報以外の情報について、窓口装置等設置部署に設置する窓口装置

等から利用できないようにするための措置を講ずるものとする。 

 



第 12 条 窓口装置又は窓口装置に接続する回線に障害が発生した場合等、国税局等による情報の

取得等に支障が生ずる恐れがある場合等は、国税局等は前条第１項に規定する情報の範囲内で、

機構から必要な情報を紙媒体等で提供を受けることができるものとする。 

 

第４章 個人情報の取扱いに係る体制の整備 

 

 （担当職員等） 

第 13 条 協定第７条に規定する担当職員は、機構本部システム企画部長をもって充てる。 

２ 担当職員は、協定に基づく窓口装置等の管理に関する機構における事務を統括する。 

３ 担当職員は、年１回、情報セキュリティ対策の実施状況その他の協定の履行状況について、

国税局等の点検を実施することができる。 

４ 担当職員から指定された機構本部システム企画部及び担当地域代表年金事務所の職員は、担

当職員の事務を補佐する。 

 

 （窓口装置等管理責任者等） 

第 14 条 窓口装置等設置部署に設置する窓口装置等及びそれらで取り扱う個人情報の適正な管

理・運用を実施する責任者として、国税局等に窓口装置等管理責任者を置き、国税局等の特別

国税徴収官（特別国税徴収官が設置されていない国税局等においては統括国税徴収官）をもっ

て充てる。 

２ 窓口装置等管理責任者は、協定の履行状況の点検等に必要な事項を整理して、窓口装置等の

使用に係る証跡の管理（取得、保存、点検、分析、報告等）を担当職員に依頼することができ

る。 

３ 窓口装置等管理責任者は、窓口装置等の使用に係る証跡が管理されていることを、あらかじ

め窓口装置等操作担当者（第 16 条第１項に規定する窓口装置等操作担当者をいう。以下同

じ。）に周知するものとする。 

４ 窓口装置等管理責任者から指定された職員は、窓口装置等管理責任者の事務を補佐する。 

 

 （個人情報保護管理者等） 

第 15 条 窓口装置等設置部署における個人情報保護管理者（国税庁の保有する個人情報の適切な

管理に関する訓令（国税庁訓令第３号）に規定する個人情報保護管理者をいう。以下同じ。）

は、次に掲げる事務を統括し、部署内の窓口装置等操作担当者が窓口装置等を適切に使用し、

また提供を受けた個人情報を適正に取り扱うよう、必要な指導監督を行うものとする。 

一 貸与された窓口装置等の管理 

二 窓口装置等操作担当者による利用を認める個人情報及び情報システムの範囲の特定 

三 窓口装置等で取り扱う個人情報の目的外利用の禁止 

四 情報セキュリティ対策の実施並びに窓口装置等及びそれらで取り扱う個人情報の管理体制

の整備 

五 情報セキュリティインシデントへの対処 



六 情報セキュリティ対策の実施状況その他の協定の履行状況の点検 

七 情報セキュリティ対策の実施が不十分な場合の対処 

八 その他協定を適切に履行するために必要な事務 

２ 協定第５条第６項に規定する責任者は、個人情報保護管理者とする。 

３ 個人情報保護管理者から指定された窓口装置等設置部署の職員は、個人情報保護管理者の事

務を補佐する。 

 

 （窓口装置等操作担当者の登録） 

第 16 条 窓口装置等設置部署における個人情報保護管理者は、部署内の職員のうち、協定第１条

に規定する業務を実施する者を窓口装置等操作担当者として指定することとする。 

２ 窓口装置等設置部署における個人情報保護管理者は、窓口装置等の使用開始に先立ち、協定

第５条第３項に基づき、窓口装置等操作担当者登録届（様式６）により、窓口装置等管理責任

者を通じて、窓口装置等操作担当者の氏名、所属部署名及び具体的な業務内容等を担当地域代

表年金事務所に登録し、担当地域代表年金事務所の担当の職員は機構本部システム企画部に速

やかにその旨を報告しなければならない。 

３ 窓口装置等設置部署における個人情報保護管理者は、部署内の窓口装置等操作担当者の異動

等により、前条の規定による登録の内容の追加又は削除が必要となった場合は、窓口装置等操

作担当者変更届（様式７）により、窓口装置等管理責任者を通じて、その内容を担当地域代表

年金事務所に登録し、担当地域代表年金事務所の担当の職員は機構本部システム企画部に速や

かにその旨を報告しなければならない。 

 

第 17 条 窓口装置等設置部署における個人情報保護管理者は、前条第２項の規定による登録を受

けた担当地域代表年金事務所から、窓口装置等管理責任者を通じて、窓口装置等操作担当者に

係る窓口装置等のＩＤパスワードの払出しを受けることとする。 

２ 前項の規定により、窓口装置等のＩＤパスワードの払出しを受けた窓口装置等操作担当者に

かかる生体認証登録は、別表１第３欄に掲げるシステム運用管理年金事務所が行うこととす

る。 

３ 前二項の規定は、前条第３項の規定による登録の内容の追加の場合に準用する。 

 

 （窓口装置等操作担当者に対する研修） 

第 18 条 窓口装置等設置部署における個人情報保護管理者は、部署内の窓口装置等操作担当者に

適切に窓口装置等を取り扱わせるため、個人情報の適切な取扱いや、出力した個人情報を記載

した書面及び当該書面の電磁的記録（以下単に「書面」という。）の適切な管理、書面を移送す

る場合の安全確保、適切な機器操作等に関する研修を実施するものとする。 

２ 窓口装置等設置部署における個人情報保護管理者は、窓口装置等操作担当者として指定する

部署内の職員に対し、事前に前項の研修を受けさせなければならない。 

３ 窓口装置等管理責任者及び機構は、窓口装置等設置部署における個人情報保護管理者が実施

する第１項の研修に協力するものとする。 



 

 （窓口装置等の適切な使用等） 

第 19 条 窓口装置等操作担当者は、窓口装置等を協定第１条に規定する業務の実施以外の目的で

使用してはならない。 

２ 窓口装置等操作担当者は、窓口装置等に、自らが作成・取得した電子ファイル等を保存して

はならない。 

３ 窓口装置等操作担当者は、窓口装置等に、ＣＤ－Ｒ、ＵＳＢメモリ等の外部電磁的記録媒体

の挿入及び外部機器等の接続を行ってはならない。 

 

 （個人情報の適正な取扱い） 

第 20 条 窓口装置等管理責任者及び窓口装置等操作担当者は、書面に出力された個人情報及び第

12 条の規定に基づき提供を受けた紙媒体等に記録された個人情報について、当該個人情報を用

いて行う協定第１条に規定する業務が終了し、不要となった場合には、物理的に復元又は判読

等が不可能な方法により廃棄しなければならない。 

 

第 21 条 担当職員は、窓口装置等管理責任者の求めに応じて、第 14 条第２項の規定に基づき依

頼された証跡の管理の結果を窓口装置等管理責任者に伝達するものとする。 

 

 （情報セキュリティインシデントへの対応体制） 

第 22 条 窓口装置等管理責任者は、個人情報の滅失若しくは毀損等の事故又は個人情報の漏えい

若しくは個人情報の漏えいが疑われる事象等（以下「事故等」という。）が発生した場合に対応

するための以下の体制について、窓口装置等の使用に先立ち、担当地域代表年金事務所の長に

報告しなければならない。 

一 事故等が発生した際の連絡及び対処に係る体制 

二 事故等による影響及び原因の調査体制 

三 再発防止策、事後対策の検討体制 

四 窓口装置等管理責任者への報告体制 

 

第 23 条 事故等が発生したときの公表や第三者への損害賠償等の対応は、機構と国税庁及び年金

局が協議のうえ決定するものとする。 

 

第５章 その他 

 

 （窓口装置等の使用に関する規程等の適用） 

第 24 条 窓口装置等の使用については、この要領に定めるもののほか、日本年金機構情報セキュ

リティポリシー（日本年金機構規程第 16号）その他の窓口装置等の使用に関する日本年金機構

諸規程等の規定を準用する。 

 



 （改廃） 

第 25 条 この要領の改廃については、機構と国税庁及び年金局が協議のうえ決定する。 

 

 （施行期日） 

第 26 条 この要領は、協定の締結の日から施行する。  

 

  



 

 

（別表１） 

国税局、担当地域代表年金事務所及びシステム運用管理年金事務所対応表 

 
※平成 30 年２月末までに、備考欄に記載の年金事務所から順次移行。 

 

 

項番 
第１欄 第２欄 第３欄 

備考欄 
国税局等の部署 担当地域代表年金事務所 システム運用管理年金事務所 

1 

札幌国税局徴収部特別国税徴収官 札幌西年金事務所 同左（※） 札幌東年金事務所 

札幌市中央区大通西 10 丁目（札幌第２合同庁舎） 
北海道札幌市中央区北３条西 11 丁目２

－１ 
 札幌市白石区菊水１条３－１－１ 

2 
仙台国税局徴収部特別国税徴収官 仙台東年金事務所 同左（※） 仙台北年金事務所 

仙台市青葉区本町３丁目３番１号 仙台合同庁舎 仙台市宮城野区宮城野３－４－１  仙台市青葉区宮町４－３－21 

3 

関東信越国税局徴収部特別国税徴収官 浦和年金事務所 同左（※） 大宮年金事務所 

さいたま市中央区新都心１番地１ さいたま新都心合同庁舎１

号館 
さいたま市浦和区北浦和５－５－１  さいたま市北区宮原町４－19－９ 

4 

東京国税局徴収部特別国税徴収官 新宿年金事務所 同左（※） 中央年金事務所 

中央区築地５丁目３番１号 
東京都新宿区大久保２－12－１ １・２・

４階 
 

東京都中央区銀座７－13－８第二

丸高ビル１・２階 

5 
金沢国税局徴収部統括国税徴収官 大曽根年金事務所 金沢北年金事務所  

金沢市広坂２丁目２番 60 号 金沢広坂合同庁舎 名古屋市東区東大曽根町 28－１ 金沢市三社町１－43  

6 
名古屋国税局徴収部特別国税徴収官 大曽根年金事務所 同左（※） 鶴舞年金事務所 

名古屋市中区三の丸３丁目３番２号 名古屋国税総合庁舎 名古屋市東区東大曽根町 28－１  名古屋市中区富士見町２－13 

7 

大阪国税局徴収部特別国税徴収官 大手前年金事務所 同左  

大阪市中央区大手前１丁目５番 63 号 大阪合同庁舎第３号館 
大阪市中央区久太郎町２－１－30 船場

ダイヤモンドビル６～８Ｆ 
  

8 
広島国税局徴収部特別国税徴収官 広島東年金事務所 同左  

広島市中区上八丁堀６番 30 号 広島合同庁舎１号館 広島市中区基町１－27   

9 
高松国税局徴収部特別整理第一部門 高松西年金事務所 同左  

高松市天神前２番 10 号 高松国税総合庁舎 高松市錦町２－３－３   

10 
福岡国税局徴収部特別国税徴収官 博多年金事務所 同左  

福岡市博多区博多駅東２丁目 11 番１号 福岡合同庁舎 福岡県福岡市博多区博多駅東３－15－23   

11 
熊本国税局徴収部特別整理第一部門 熊本東年金事務所 同左（※） 熊本西年金事務所 

熊本市西区春日２丁目 10 番１号 熊本地方合同庁舎Ｂ棟 熊本県熊本市東区東町４－６－41  熊本市中央区千葉城町２－37 

12 
沖縄国税事務所統括国税徴収官 熊本東年金事務所 那覇年金事務所  

那覇市旭町９番地 沖縄国税総合庁舎 熊本県熊本市東区東町４－６－41 那覇市壼川２－３－９  



別表２ 

 

・窓口装置等を使用して確認できる情報（利用できる届書コード） 

 

項番 処理名 届書コード 

１ 健保厚年・事業所記録照会票 ２０５７ 

２ 健保厚年・保険料収納状況照会回答票 ２０６０１ 

３ 健保厚年・延滞金収納状況照会回答票 ２０６０２ 

４ 健保厚年・保険料納付目的年月別収納状況照会回答票 ２０６０３ 

５ 健保厚年・延滞金元本所属年月別収納状況照会回答票 ２０６０４ 

６ 滞納金額目録・債務承認書 ２６７５ 

７ 船保・船舶所有者記録照会票   ３０５７ 

８ 船保・保険料収納状況照会回答票 ３０６０１ 

９ 船保・延滞金収納状況照会回答票 ３０６０２ 

10 船保・保険料納付目的年月別収納状況照会回答票 ３０６０３ 

11 船保・延滞金元本所属年月別収納状況照会回答票 ３０６０４ 

12 国民年金・被保険者記録照会票 ５０５０ 

13 国民年金・督促保険料関係記録照会票 ５０６０ 

14 国民年金・延滞金収納状況回答照会票 ５０６１ 

15 基金徴収金・納付計画照会処理票 ２０６３１ 

16 基金徴収金・徴収金納付予定年月別収納状況照会回答票 ２０６３３ 

17 基金徴収金・加算金納付目的年月別収納状況照会回答票 ２０６３５ 

 



【様式１】 

 

平成  年  月  日 

 

（担当地域代表年金事務所の長） 殿 

 

住  所 

申請者名              印 

 

 

窓口装置等貸与申請書 

 

 

次のとおり貸与を希望しますので申請します。 

 

 

１．貸与を受けようとする窓口装置等の品名及び数量 

 

 

２．使用目的及び使用場所 

 

 

３．貸与を必要とする理由 

 

 

４．貸与希望期間 

 

 

５．使用計画 

 

 

６．その他参考となる事項 

 

  



【様式２】 

 

平成  年  月  日 

 

 殿 

 

担当地域代表年金事務所長   印 

 

 

窓口装置等貸与承認書 

 

 

平成  年  月  日付をもって申請のありました窓口装置等の貸与については、

次のとおり条件を付して承認します。 

 

 

１．貸与する窓口装置等の品名及び数量 

 

 

２．貸与期間 

 

 

３．貸与目的 

 

 

４．貸与期日及び引渡場所 

 

 

５．使用場所 

 

 

６．返却期日及び返却場所 

 

 

７．貸与条件 

 

  



【様式３】 

 

平成  年  月  日 

 

（担当地域代表年金事務所の長） 殿 

 

 

住  所 

申請者名              印 

 

 

窓口装置等利用内容変更申請書 

 

 

平成  年  月  日付をもって承認のありました窓口装置等の貸与について、次

のとおり利用内容の変更を希望しますので申請します。 

 

 

１．利用内容を変更しようとする窓口装置等の品名及び数量 

 

 

２．変更を希望する内容 

 

  



【様式４】 

 

平成  年  月  日 

 

 

 殿 

 

担当地域代表年金事務所長   印 

 

 

窓口装置等利用内容変更承認書 

 

 

平成  年  月  日付をもって申請のありました窓口装置等の利用内容の変更に

ついては、次のとおり条件を付して承認します。 

 

 

１．利用内容を変更する窓口装置等の品名及び数量 

 

 

２．変更の内容 

 

 

３．変更の条件 

 

  



【様式５】 

 

平成  年  月  日 

 

 

（担当地域代表年金事務所の長） 殿 

 

 

住  所 

申請者名              印 

 

 

窓口装置等返却届 

 

 

貴機構より貸与された窓口装置等について、下記のとおり返却いたします。 

 

 

１．返却する窓口装置等の品名及び数量 

 

 

２．返却日時及び返却場所 

 

 

 ３．返却する理由 

      □ 貸与期間満了のため 

      □ 不要となったため 

      □ その他（                       ） 

 

 

４．特記事項 

 

  



【様式６】 

【登録報告用】 

窓口装置等操作担当者登録届 

 

窓口装置操作担当者 

所属部署 
業務内容 

氏名 フリガナ 

  
  

    

  
  

    

  
  

    

  
  

    

  
  

    

  
  

    

  
  

    

    （不足する場合は別紙として添付のこと） 

 

（担当地域代表年金事務所の長） 殿 

 

 窓口装置等の取扱いについて、上記のとおり、窓口装置等操作担当者及びその業務内容を報告

いたします。 

 

 

平成  年  月  日       

        

    ○○国税局 個人情報保護管理者   

  



【様式７】 

【登録報告用】 

窓口装置等操作担当者変更届 

 

登録内容を変更・削除する窓口装置操作担当者 

所属部署 
変更・削除の別及び変更の内容 

氏名 フリガナ 

  （変更・削除） 

    

  （変更・削除） 

    

  （変更・削除） 

    

  （変更・削除） 

    

  （変更・削除） 

    

  （変更・削除） 

    

  （変更・削除） 

    

    （不足する場合は別紙として添付のこと） 

 

（担当地域代表年金事務所の長） 殿 

 

 窓口装置等の取扱いについて、上記のとおり、窓口装置等操作担当者の登録内容を変更・削

除いたしました。 

 

 

平成  年  月  日       

        

    ○○国税局 個人情報保護管理者   

 


